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（注１） 過去６ヵ月間の２通貨の変動率（週次）の相関係数を平均したもの。
（注２） データは、インドネシア、フィリピンが１９９２年５月から、その他は１９８７年１月からとしている。
（注３） 危機前は、１９９７年６月までとしている。（ただし、韓国は１９９７年８月までとしている。）
　　　　 危機後は、特にタイ・韓国が１９９８年５月以降、フィリピンが１９９８年８月以降となっている。
(出所) 外国為替等審議会答申 (平成11年) 「21世紀に向けた円の国際化」
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アジア通貨と円の相関の高まり 



アジア各国の貯蓄率の推移
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（出所） 世界銀行 "World Development Indicators"
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　  シンガポール　　　　マレーシア　　　　　インドネシア　　　　　　タイ　　　　　　　　フィリピン　　　　　　　中国　　　　　　　　　韓国　　　　　　　　日本

アジア各国の貯蓄率、投資率及び貯蓄投資差額のＧＤＰ比率 

(注） 貯蓄率、投資率については左目盛り、差額（貯蓄率ー投資率）については右目盛りが対応。 

（出所） 世界銀行"World Development Indicators" 



 

ASEAN諸国・日･米の銀行貸出残高のGDP比率
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(注) 棒グラフの左が1997年、右が2000年値。
(出所) IMF, International Financial Statistics.



 

 

ASEAN諸国・日･米の社債残高のGDP比率
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(注1) 棒グラフの左が1997年、右が2000年値。
(注2) フィリピンについては、社債の代わりにCPが発行されており、社債残高は僅かに止まっている。
(出所) IMF, International Financial Statistics.  世界銀行"World Development Indicators"、各国統計



 

 

JCR R&I Moody's

香　港香　港香　港香　港 AA AA A+ A3

インドインドインドインド BBB BBB BB Ba2

インドネシアインドネシアインドネシアインドネシア B B－－－－ CCC+ B3

韓　国韓　国韓　国韓　国 A A-A-A-A- A-A-A-A- A3

マレーシアマレーシアマレーシアマレーシア A-A-A-A- BBB+ BBB+ Baa1

フィリピンフィリピンフィリピンフィリピン BBB BBB－－－－ BB+ Ba1

シンガポールシンガポールシンガポールシンガポール AAA AAA AAA Aaa

タ　イタ　イタ　イタ　イ BBB+ BBB BBB- Baa3

（出所）FT Credit Ratings International 2002:4 

アジア主要国の格付比較

S&P



 

 

国名 格付機関名 設立年 国際格付機関との提携関係

インド Investment Information and Credit Rating Agency of India Ltd     (ICRA) 1991 Moody's
Credit Analysis and Research Limited                                         (CARE) 1993
Credit Rating Information Services of India Limited                     (CRISIL) 1987 S&P
Duff and Phelps India                                                                (DCR India) na FitchとのJ/V

パキスタン JCR-VIS Credit Rating Company Limited                                  (JCR-VIS) 1997 JCRとのJ/V
Pakistan Credit Rating Agency (Private) Limited                          (PACRA) 1994 FitchとのJ/V

インドネシア PT Pemeringkat  Efek Indonesia                                           (PEFINDO) 1993 S&P
Kasnic                                                                                              (KASNIC)   na Fitch

台湾 Taiwan Rating Corporation                                                         (TRC) 1997 S&P

フィリピン Philippine Rating Service Corporation (PhilRatings)                     (PRS) 1998 S&P

日本 Japan Credit Rating Agency, Limited                                             (JCR) 1985 独立系
Japan Rating and Investment Information Inc                              (R&I) 1998（注） 独立系

韓国 Korean Investor Services                                                           (KIS) 1985 Moody's
Korean Management Consulting and Credit Rating Corporation (KMCC) 1987 Fitch
National Information and Credit Evaluation                                (NICE) 1986 R&I
Seoul Credit Rating & Information Inc.                                       (SCI) 1992 JCR

マレーシア Rating Agency Malaysia                                                            (RAM) 1990 独立系
Malaysia Rating Corporation                                                     (MARC) 1996 Fitch

タイ Thailand Rating Information Services                                         (TRIS) 1993 Fitch

バングラディッシュ Credit Rating Information & Services (CRIS) 2002

香港 地場格付機関は存在しない
ジンガポール

（注) NISとJBRIが1998年に合併

（出所） 日本格付研究所

アジアの格付機関の概要
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．．．．背背背背景景景景

 アジアでは、貯蓄率が高いにもかかわらず、経済発展に必要な中・長期の投資資金が十分

に供給されていない。民間貯蓄をアジアの経済発展に必要な中長期の資金ニーズに結び付

け、通貨・期間のミスマッチを解消するためには、銀行融資に過度に依存することなく、アジア

域内の債券市場を育成することが重要。 

 最終目標は、アジアの貯蓄をアジアの民民民民間間間間事事事事業業業業者者者者がががが長長長長期期期期のののの資資資資本本本本形形形形成成成成・・・・投投投投資資資資に動員できるよ

う、アアアアジジジジアアアア域域域域内内内内通通通通貨貨貨貨建建建建ててててのののの債債債債券券券券の発行を可能とするようなアジア債券市場の整備を目指す。

 

２２２２

 

．．．．基基基基本本本本的的的的考考考考ええええ方方方方

 多様な通貨・期間の債券をできる限り大量に発行し、市場に厚みを持たせることで、債券発

行企業・投資家双方にとって使いやすい、流動性の高い債券市場を育成。 

 そのため、ＡＳＥＡＮ＋３（日中韓）のプロセスの中で各国が協力して、中長期的措置も含

め、さまざまな項目を包包包包括括括括的的的的にににに検討することが必要。 

 この検討を進めるにあたって、ＡＳＥＡＮ＋３各国は、わが国が主導的役割を果たすことを期

待。

 

３３３３

 

．．．．主主主主要要要要なななな検検検検討討討討項項項項目目目目

（1）債券発行主体の拡大・通貨建ての多様化

①多数のローンを束ね、保証等も活用――中小企業の債券市場からの資金調達に道

②政府・政府系金融機関による債券発行の促進――調達した資金を民間企業へ融資

③海外直接投資を行う主体が資金を調達するための現地での債券発行を促進

④債券の通貨建ての拡大――現地通貨や通貨バスケットによる債券の導入

（2）環境整備

①保証の活用――国際機関等の保証の活用、アジア信用保証機構の設立の検討

②域内格付機関の育成――アジアの経済・社会状況を熟知した格付機関の育成

③情報の発信――域内の優良企業、経済・社会状況等を紹介

④決済システムの強化・協調

⑤技術支援――債券市場の発展を阻害する要因を特定、技術支援で解消 

キャパシティー・ビルディングが重要

⑥外貨準備の活用――外貨準備を活用し、短期的な資金ニーズに応えるメカニズムを

検討


